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登録団体の活動紹介

NPO法人　アルビ・山と里

山岳の自然を楽しみながら、里の集落との交流をすすめる

会です。毎月1～2回の「山と里ハイク」を中心に四季折々の

山歩きと里との交流に取り組んでいます。会昌は高槻・茨

木・吹田の熟年層を中心に30名です。里との交流は、現在は

滋賀県高畠市の椋川の里での茅葺屋根の古民家保存に協力し、

田植えやマップづくり、祭り参加などを行っています。滋賀

県の計畑郷や京都府のおよぎの里などとの交流の実績もあり

ます。

月2回程度、山を歩いています。登山は京都府、滋賀県、奈

良県の日帰り登山が多く、山のすぼらしさに触れ、その山を

守っている里との交流を深めていくのが目的ですが、まだま

だ理想的なカタチにはなっていません。限界集落や高齢化な

どの問題を抱えた農村と都市を結ぶ、いわゆる都市農村交流

■入会は常時受け付けています。入会金1000円、年会費

3000円です。

■登山の初心者の方でもOKです。登山も他のスポーツと同様、

慣れることが大事で、何回か経験するうちに、登山の初歩

が身についてきます。健康管理には十分注意しましょう。

■登山の装備は雨具、登山靴、水筒、磁石、ヘッドランプ、

季節に合った服装などですが、ご相談ください。

【連絡先】尾家　建生
Tel／FaxO72－634－2966

携　胃　090－6671－1695
E－mail alpLOie＠yahoo．co．jp

茨木市実用日本語学習会

在住する外国人の皆さんに日本語を教えているのが「実用日

本語学習会」です。10年前に日本語ボランティア団体として

結成されました。現在、登録しているボランティアは100人、

学習者は約70人です。日本語の支援を中心にしながら、交流

のための多彩なイベントを開催しています。

多文化共生、異文化理解の吉葉が踊る中、現実的には異質

なものを受け容れない私たちの社会で、在住外国人を社会か

ら孤立させず、日本語習得が彼らを守る防具になることを目

標に掲げ活動しております。

日本語を教えることは日本語と日本を再発見できる機会で

あり、学習者との繋がりを通してボランティアの存在と必要

性を体験できる場所でもあります。

私達だからこそできるサポートを目指して活動の場を広げ

ていきたいと思います。

日本語を教えるのに資格・条件は要りません。

支えてあげたいという暖かい気持ちをもって参加してくだ

さる方を希望しております。

【連絡先】実用日本語学習会
代表　広原先l津子
TEL O90－3868－1346
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センターの行事

1／17（土）センター交流サロンに、大阪谷町青山会計事

務所の青山浩司税理士を迎えて、会計・税務セミナーが開か

れました。ボランティアグループの小さな会計からNPO法人

の節税対策まで幅広くお話しいただき、参加者からの質問に

も的確にアドバイスいただきました。団体・グループの決算

期に際して、会計・税務の先】識を深め、個別の疑問を解消で

きたようです。

2／7（士）センター交流サロンにて、「保健・医療・福

祉」分野の登録団体交流会が行われました。車いすの方も参

カロされ、会場は満員で、市

障害福祉課からの「障害者

の現状と今後について」の

話、NPO法人いばらき自

立支援センター「ぽぽんが

ぽん」の現状報告の後、活

発に意見交換が行われまし

た。団体間の交流も深まり、

ネットワークも広がったよ

うです。

2／27（土）センター交流サロンにて講座事業と相談事業

の一環として、講演会と相談会が行われました。市高齢福祉

課からの「高齢社会茨木市の現状と将来」についての話のあ

と、看護学博士澤井敏江氏が「認知症の理解～認知症の理解

と介護のこころ、市民活動と認知症予防～」をテーマに講演

され、参加者は熱心に聞き入っていました。相談コーナーで

はセンター専門相談員の百瀬真友美氏が丁寧に参加者からの

相談に応え、参加者からは感謝の吉葉が寄せられました。

「企業における社会貢献（CSR）の実際を知る」

3月7日（土）福祉文化会館において、「市民活動との連

携を探る」をテーマに表記のシンポジウムが開催しました。

元大阪ガス市民推進室の松井氏のコーディネートで、・近畿

労働金庫地域推進センタ一・日東電工株式会社CSR部・茨

木済生会病院・株式会社マイカル茨木サティ企業の4社の活

動が発表されました。参加者は一般市民のほか行政、市会議

員、学生、そして市内企業の方など多彩で、活発な質問や意

見が出され、予定の3時間をこえる熱気溢れる会場となりま

した。また会場には市内十数社の協力を得て、各社の社会貢

献資料を用意したところ、ほぼ全員が持ち帰られ、終了後の

感想では「地元の企業で親しみやすかった」「勉強になった」「第

2回を開催して欲しい」等の意見も多く、このテーマへの市民

の関心の高さが伺われました。

1月24日（土）市民活動もまず健康づくりからとメタポ

リックシンドロームなど健康づくりの話題を話合いの入り口

のテーマとして情報交換しました。

次回は3月28日（土）午後3時～5時、「茨木市のまちつく

りについて」の情報交換をしま

≡∴∵∴∴∵∴l
計画審議会」をテWマに話題提

供をして頂いたあと、自由に話

し合いましょう。みなさまのご

参カロをお待ちしています！

センター行事に関するお問い合わせは
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艮告とお知らせ
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すいた市民活動を活矧こする会r活発ひろば」

吹田市には、公設の市民活動センターがありません。「活

発ひろば」は、そんな中で市民グループの「NPO法人すい

た市民活動を活発にする会」が設置した、民間の市民活動支

援拠点です。代表の横山正和さんが、経営されているマン

ションの管理事務所の一角を提供されています。

場所は、関西大学のすぐ近く。学生さんが大勢行き来する

通学路に面した、ガラス張りの明るいスペースです。中は、

曲線をかたどったテーブルとカラフルな椅子がレイアウトさ

れ、壁際の棚にNPO関係の資料やチラシ頬が置かれていま

す。

「狭いですが、ここでNPO向けのセミナーをしたり、団

体に貸し会場として提供したりしています。会として常勤ス

タッフを雇用できないので、ふらっと立ち寄ってもらって相

談対応をするといったことが難しいですね。多忙なメンバー

が、ひたすら手弁当で運営しています」と、理事の石原真弓

さん。

「吹田市と茨木市は近く、市民問の交流も多いと思います。

情報交換や協働事業などができればいいですね＝」とのこと

です。今後とも、よろしくお願いします！

専門相談員のr相談日変更Jのお知らせ＿′

●偶数月は第3水曜日

4月15日（水）

●奇数月は第3土曜日

5月16日（土）

活動・設立相談・助成金相談等お気軽にお越しください。

受付またはTEL　623－8820まで

RP諾う斎相談室
NPO法人になると、法人税がかかると聞きま

した。どんな税金を、いくら払わなければなら

ないのですか？

回答

法人税の課税対象となる事業は、法人税法上の

収益事業に規定されている33種類の事業であっ

て、事業場を設けて継続して営まれる事業です。

「法人税法上の収益事業」というのは、その

NPO法人の定款に記載された「本来事業」であるか「その

他の事業」であるかどうか、という区分とは関係ありません。

あくまでも、法人税法上で規定された33業種に該当するか

どうかで決まります。

税率は、所得が800万円以下なら、その所得の22％。

800万円を超えていたら30％です。所得は、その年度の収

益から費用を引いた額ですから、その差がプラスではない、

つまり差し引きで「儲かった」分がなければ、法人税額は0

円となります。法人税は国に払う税金で、都道府県に対して

は事業税を払います。これも「法人税法上の収益事業」での

所得に対して、5～9．6％がかかります。

他に、住民税もあります。住民税は、市内の団体であれば、

大阪府に支払う府民税と、茨木市に支払う市民税です。それ

ぞれ「法人税割」部分と「均等割」部分があり、法人税割は

国に支払う法人税額を基準に算出され、均等割は、大阪府の

府民税が2万円、茨木市の市民税が5万円です。この均等割

部分は、税法上の収益事業を行わない場合は、府民税、市民

税とも申請により減免措置が受けられます。

「法人税法上の収益事業」を行っているかどうかと、その

所得によって、ずいぶん違いますね。

【参考】

●NPO会計税務サポートサイト

http：／／vvww．npoal：P「0．0「g／potal／

●大阪府税ホームページ

http：／／www．P「ef．osaka．jp／zei／index．html

●茨木市市民税課ホームページ

http：／／www．City．ibaraki．osaka．jp／kikou／Shiminzei／

index．html

●三木秀夫、同村英恵、中務裕之、荒木康弘、長井庸子『増

補最新版・NPO法人の設立と運営Q＆Aj清文社

●岩永清滋、水谷綾『実践＝NPOの会計・税務　NPOの基

礎・日常経理・税務の理解から一歩進んだ決算書の作成

へ』大阪ボランティア協会

＊上記2冊は、センターで閲覧可能です。

（専門相談員・百瀬栗友美）

＼＼＼ニェノ　身　二三二才二ノ


